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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

1
母子健康手帳
の交付

妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を交付するとともに、妊
娠から出産及び育児に関する情報提供をあわせて行います。また、
保健師等が全ての妊婦と面接することで支援の必要な妊婦を早期に
把握します。

母子健康手帳交付時に専門職(保健師、助産師)が面接を行い、安心して
出産・子育てができるよう、妊婦の置かれた状況を把握し、利用できるサー
ビスの情報提供を行った。また、外国籍の妊婦に対し、必要に応じて母国
語の母子手帳を発行した。経済的支援として、出産準備ギフトの申請を受
け付けた。

継続

支援が必要な妊婦に対しては、早い段階で地区担
当保健師につなぎ、早期から関わりを持ち、信頼関
係を築けるように務める。妊娠期プランに沿って、適
宜必要な情報を提供する。

冊 496 491 412 439 子ども相談課

回 6 8 8 8 子ども相談課

人 30 40 47 50 子ども相談課

人 14 31 37 34 子ども相談課

3
すくすくママ
訪問

保健師等が、妊娠中期の妊婦の家庭を訪問し、妊娠・出産の不安や
悩みの相談に応じます。また、子育て情報を提供します。

スタッフの体調管理に十分注意し、消毒を徹底するなど感染予防を図りな
がら訪問を実施した。訪問にて、妊婦の抱いている不安の解消、必要な情
報提供を行った。

継続

感染症の流行状況をみながら必要な感染予防対策
をした上で、妊娠期プランに沿って必要な情報を提
供することで、妊婦の不安解消を図る。訪問の受け
入れが難しい妊婦に対しては、面談や電話で相談
対応をする。

件 389 392 331 341 子ども相談課

4 妊婦訪問指導

医療機関と連携し、早期から支援の必要な妊婦の把握に努めます。
また、すくすくママ訪問と連携し、妊婦が不安なく出産、育児ができる
よう、保健師等が訪問し、妊娠・出産、育児に関して必要な保健指導
や相談を行うなど切れ目のない支援を提供します。

妊娠届出等の情報から、支援の必要な妊婦を早期に把握した。また、すく
すくママ訪問と連携しながら、切れ目ない支援を行った。

継続
すくすくママ訪問と連携しながら、様々なことに不安
を抱える妊婦に対し、寄り添い、安心して出産・育児
ができるよう支援していく。

人 15 16 8 10 子ども相談課

5 妊婦健診
妊婦の健康管理を図り、疾病の早期把握及び健康状態の把握のた
めの健康診査を行います。健診受診の大切さを啓発し、健診結果を
踏まえて継続的な支援につなげます。

妊娠届出の際に、妊婦健診受診券を発行し、健診を受ける事の大切さを
伝えるとともに、健診結果を把握し、継続的な支援につなげた。

継続

妊娠届出の際に、妊婦健診等の受診券を発行す
る。外国籍の妊婦や多問題を抱える妊婦等、様々な
状況の妊婦が増えている中、健診を受ける事の大切
さを伝えるとともに、医療機関と連携し、継続的な支
援につなげていく。

人 5,909 5,999 5463 5047 子ども相談課

6
すくすくベ
ビー訪問

保健師等が、生後３週間～２か月ごろの赤ちゃんのいる家庭を訪問
し、計測を通して発育相談に応じます。また、子育て情報を提供しま
す。

スタッフの体調管理に注意し、消毒を徹底して感染予防を図りながら訪問
を実施した。赤ちゃんの発育発達確認を行い、子育て期プランに沿って必
要な情報提供を行うことで母の不安の解消を図った。

継続

必要な感染予防対策を徹底した上で訪問を実施
し、外出しづらい母と赤ちゃんに対して訪問を行う。
妊娠期から継続したサポートを行うことで母の不安の
解消を図っていく。また、経済的支援として、子育て
応援ギフトの申請受付をする。

件 389 405 451 389 子ども相談課

7

乳児家庭全戸
訪問事業
（こんにちは赤
ちゃん事業）

生後４か月までの乳児のいる家庭を民生委員・児童委員、主任児童
委員が訪問し、育児不安の解消や孤立化の防止を図り、必要な支援
を行います。

訪問者には感染予防に留意してもらい、地域とのつながりをつくる機会と
し、孤立化の予防に努めてた。また、支援が必要な方は、養育支援訪問に
つなげ継続した支援を行った。

継続

必要な感染予防対策を徹底した上で訪問を実施
し、地域とのつながりをつくる機会として訪問を実施
する。訪問が難しい家庭においては、すくすく訪問
ルームと連携し、情報共有を行っていく。

件 441 413 419 285 子ども相談課

8
産婦・新生児
訪問指導

保健師等が、産婦・新生児のいる家庭を対象に、すくすくベビー訪問
と連携しながら、必要な育児手技、疾病の予防、日常生活や育児に
関する訪問指導を行います。早期の訪問により、育児困難家庭等を
把握し、必要に応じて養育支援訪問につなげるなど継続した支援を
行います。

感染予防を図りながら訪問を実施した。訪問にて情報提供を行ったり、
ゆっくり話をする機会を持つことで母の不安解消に努めた。また、問題点
については一緒に解決方法を検討した。必要時、すくすく訪問ルームに
つなぎ、切れ目のない支援を実施した。

継続
必要な感染予防対策を徹底した上で訪問を実施
し、外出の機会が少ない母と赤ちゃんに対して訪問
を行い、不安を感じている母に寄り添っていく。

人 63 47 36 47 子ども相談課

回 12 12 12 12 子ども相談課

人 626 638 756 466 子ども相談課

10
特定不妊治療
助成

子どもを望み特定不妊治療を行っているかたに対し、保険外診療に
要した治療費のうち、府の助成金を控除した自己負担額の一部につ
いて助成し、経済的負担の軽減を図り、次世代の育成を支援します。

不妊治療が保険適用となり、府の補助金制度が廃止となったため。 廃止 人 50 63 22 子ども相談課

11
妊婦歯科健康
診査

妊婦に対し、歯周組織の健康状態の検査及び検査結果に基づいた
保健指導を行い、妊娠中に悪くなりやすい歯周病やむし歯の早期発
見と予防につなげます。

妊娠届時に妊婦歯科健診受診券を発行し、妊娠中における歯科予防の
大切さについて説明した。また、すくすくママ訪問で再度受診勧奨を行
い、受診数を増やすことに努めた。

継続
引き続き、妊婦歯科健診の重要性を伝え、受診率向
上に努めていく。また、必要に応じて歯科医師とも連
携していく。

人 63 86 77 82 子ども相談課

発育・発達の確認や育児・母乳・栄養等に関する相談の場として、参加者
の不安の軽減に努めた。完全予約制とし、手指消毒の徹底や各自バスタ
オルを持参してもらう等、感染予防にも考慮しながら実施した。

継続

必要な感染症対策を行いながら、保護者の育児不
安等に寄り添い、相談しやすい環境・関係を築く。母
のニーズに沿って、適宜必要な情報提供・支援を
行っていく。

手帳交付数

訪問件数

開催回数

母親の参加人数(延べ）

父親等の参加人数(延べ）

新生児訪問指導(延べ）

実施回数

参加延べ人数

訪問件数（延べ）

指導延べ人数
(保健師単独訪問）

妊婦健診　受診者数(延べ）

訪問件数（延べ）

2 ママパパ教室

妊婦とその家族を対象に、絵本の紹介やおもちゃの紹介・作成、先輩
ママとの交流、沐浴実習、パパの妊婦体験、妊娠中の食事の話をし
ます。開催日時等を工夫し、父親を含めた参加が促進されるよう取り
組みます。

先輩ママとの交流会を再開した。助産師、保健師、栄養士、応援隊、図書
館司書等より、妊娠期から利用できるサービスや制度を案内、出産準備等
について紹介した。沐浴実習や妊婦体験等も実施し、参加者からも好評
だった。

継続

第２期貝塚市子ども・子育て支援事業計画　令和５年度の進行状況

Ⅰ　親と子の健やかな成長を支援します

１．親と子への切れ目のない健康支援

【１】妊娠・出産期から子育て期への切れ目のない支援

9 赤ちゃん相談

専門職から一方向で指導するのではなく、先輩ママ
や参加者同士での交流にも重きを置き、楽しみなが
ら参加してもらえるような場にする。

令和６年度以降の方向性や課題

乳児の保護者に対して、育児・栄養・母乳相談、歯科相談などを行う
ことで、育児不安の解消に努めます。

申請者数

受診人数
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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

受診者数 人 461 445 454 367 子ども相談課

要フォロー率 ％ 12.6 11.2 11.4 13 子ども相談課

受診者数 人 472 405 445 393 子ども相談課

要フォロー率 ％ 42.3 37.5 48.5 48.6 子ども相談課

対象者数 人 516 477 487 402 子ども相談課

受診者数 人 510 458 479 388 子ども相談課

受診率 ％ 98.8 96.0 98.4 96.5 子ども相談課

対象者数 人 595 489 470 515 子ども相談課

受診者数 人 574 481 452 497 子ども相談課

受診率 ％ 96.5 98.4 96.2 96.5 子ども相談課

対象者数 人 651 626 547 511 子ども相談課

受診者数 人 639 594 534 497 子ども相談課

受診率 ％ 98.2 94.9 97.6 97.2 子ども相談課

人 265 273 286 256 子ども相談課

13 予防接種
感染症予防を図るため、乳幼児、学童を対象とした各種予防接種の
正しい知識を啓発し、定期接種の接種勧奨に努めます。

乳幼児健診や育児相談、訪問・面接の場を通して、予防接種の正しい知
識の普及・啓発に努め、コロナ禍での接種控えがないように努めた。

継続

乳幼児健診や育児相談、訪問・面接の場を通して、
予防接種の正しい知識の普及・啓発に努めていく。
感染症の流行状況により、勧奨の時期を随時検討
するなど工夫していく。

子ども相談課

対象者数 人 595 489 470 515 子ども相談課

参加人数 人 574 481 452 496 子ども相談課

参加率 ％ 96.5 98.4 96.2 96.3 子ども相談課

対象者数 人 652 546 512 473 子ども相談課

参加人数 人 566 489 457 397 子ども相談課

参加率 ％ 86.8 89.6 89 83.9 子ども相談課

件 44 52 76 34 子ども相談課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

回 15 16 17 17 子ども相談課

人 89 70 98 89 子ども相談課

回 3 3 6 6 健康推進課

人 26 23 49 42 健康推進課

17 学校給食

給食を生きた教材として活用し、望ましい食習慣や食に関する人々
への感謝の気持ちの育成、食品ロスへの理解促進などに努めます。
また、食物アレルギーのある児童生徒の情報を共有し、安全・安心な
給食の提供に努めます。

・当日の給食に使用されている食材を食品群別に分けた掲示板や、食の
歴史や栄養素について説明した給食ニュースを活用し、バランスのとれた
給食の献立を活用することにより、望ましい食習慣の育成につなげた。
・地産地消の取組みとして、地元産の食材を給食に取り入れることで生産
者を身近に感じ、食に関する人々への感謝の気持ちの育成につなげた。

継続

・給食を活用した食育活動を継続し、児童生徒が食
に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につける
ことができるようにしていく。
・中学校給食において残食を減少させるため、食品
ロスへの理解を促す必要がある。
・学校給食における食物アレルギー事故を防止する
ため、学校給食で提供する原材料の見直しや、食物
アレルギー対応マニュアルの見直しを行う。

％ 27.9 26.7 25.1 23.4 教育総務課

18
教育・保育要
領の「食育」の
推進

公立認定こども園において、給食の提供や保護者に対し給食メ
ニューの配布を行うとともに、菜園やクッキング等を通して、食の大切
さを啓発します。

公立認定こども園における給食の提供や保護者への給食メニューの配布
を行うとともに、菜園活動を通しての食育を実施した。新型コロナウイルス
の規制緩和により、感染対策に留意しながら、クッキングの実施回数が
徐々に増加した。

継続
引き続き、子どもへの給食等を通した食育と、保護
者への食に関する情報提供を実施していく。

子育て支援課

回 0 0 4 3 子ども相談課

人 0 0 45 54 子ども相談課

小学生を対象に調理実習を実施し、食の大切さを学ぶとともに、協力
し合って調理する楽しさを体験する機会を提供します。

小・中学生対象の料理講座を実施した。キッズキッチンは好評であり、定
員の何倍もの申し込みがあった。子ども達が家ではできない体験ができる
良い機会となっている。

継続
今後も子ども達が体験したいと思うような講座を企画
していく。

回 4 3 中央公民館

小学生を対象に調理実習を実施し、食の大切さを学ぶとともに、協力
し合って調理する楽しさを体験する機会を提供します。

実施していません。 廃止
講座内容の見直しの中で、今後は中高生対象の講
座等を充実させていく。

青少年教育課

参加延べ人数

食の大切さを、調理実習を通して楽しく体験できる
機会を安心安全に提供していく。また、貝塚市食生
活改善推進協議会会員の高齢化に伴い、従事人数
の確保が難しくなることも考え、他のボランティアの
見守りスタッフも検討していく。

見直し
教室に参加する対象年齢の見直しを図る中で現在
の担当課及び協力機関の関わり方について、検討
が必要です。

すこやか健診　受診者数(延）

開催回数

参加実人数

乳児一
般健診

開催回数

講座実施回数

16

継続

保護者が安心して受診できるよう、必要な感染予防
を実施する。コロナ禍で中止していた集団指導につ
いては４か月児健診で再開。待ち時間を短縮する等
来所する母子の負担軽減を図れるよう、その他の集
団指導については、実施の有無や方法について今
後検討していく。

幼児とその保護者を対象に、幼児食の調理実習を行い、望ましい食
習慣の習得を支援します。

感染予防を徹底し、開催することができた。幼児期の食事についての講義
と行事食をテーマにした調理実習・共食を行い、知識の普及・啓発、母子
の交流の場に努めた。

夏休み期間中に開催。調理実習の内容は地場野菜を使って簡単にでき
る昼食作りをし、小学1年生から中学生が楽しく体験する機会となった。

キッズキッチン

12

幼児食講座

【３】「食」を通じた健康づくりの推進

15 離乳食講習会
離乳期の乳幼児をもつ保護者を対象に、離乳食の作り方を実習、試
食する講習会を開催し、離乳食に関する正しい知識の習得を支援し
ます。

感染予防を徹底し、実習・試食を伴う講習会を実施することで保護者の離
乳食への関心、知識の普及・啓発に努めた。

継続

離乳食に対しての不安を取り除き、円滑に進めてい
けるように情報提供を行っていく。またＳＮＳを使った
普及・啓発を行う等、保護者の関心につながるＰＲ方
法を今後の課題として検討していく。

継続

集団健診においては、保護者が安心して受診できるようスタッフの体調管
理や感染予防対策を徹底し実施した。一部健診においては集団指導を
中止することで待ち時間を短縮し、来所する母子の負担軽減に努めた。ま
た、コロナ禍を経て、育児不安や育児負担、経済的困窮等さまざまな問題
を抱える保護者に対しては、必要な支援につなげた。

19

14

乳児後
期検診

4か月健
診

1歳7か
月健診

3歳6か
月健診

参加延べ人数

中学校給食残渣率

1歳7か
月児

2歳6か
月児

歯科相談件数(赤ちゃん相談時）

令和６年度以降の方向性や課題

乳幼児健診

保健センターにて乳幼児健診を行います。その際、子どもの心身の
健康状態だけでなく、親の保育状況や生活状況等を確認し、適切な
機関につなげるなど継続した支援を行います。さらに、各健診等で
フォローが必要とされた乳幼児を対象に、「すこやか健診」で経過観
察、事後相談を行います。

開催回数

令和６年度以降の方向性や課題

【２】子どもの成長と発達への支援

歯科保健事業
の充実

歯科疾患予防事業として１歳７か月児・２歳６か月児・３歳６か月児を
対象に、歯科健診・歯科相談を実施します。

保護者が安心して受診できるよう、スタッフの体調管理や感染予防対策を
徹底し、集団指導を中止する等来所する母子の負担軽減といった工夫も
行った。

継続

保護者が安心して受診できるよう、必要な感染予防
を実施し、待ち時間を減らすための工夫等今後も実
施していく。待ち時間を短縮する等来所する母子の
負担軽減を図れるよう、集団指導については実施の
有無や方法について今後検討していく。

小学生を対象に調理実習を実施し、食の大切さを学ぶとともに、協力
し合って調理する楽しさを体験する機会を提供します。
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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

20
小児救急医療
体制の確保

土曜日・日曜日・祝日・年末年始においても適切な医療が受けられる
よう、小児救急医療体制の確保に努めます。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが5類に変更後、通
常の医療体制に戻っています。

継続
今後、開業医の高齢化や医師の働き方改革による
勤務医の不足等により医師確保が困難となることで
医療体制の検討が必要です。

人 416 607 1077 1393 子ども相談課

21
子ども医療の
助成

中学校修了前までの児童のいる家庭が、必要な医療を受けられるよう
医療費の一部を助成します。

貝塚市内に居住する１８歳到達の年度末まで（令和3年4月拡充）の子ども
の入通院医療費の一部及び食事療養費を助成することで、子どもが必要
な医療を受けることに貢献した。
令和５年度は新型コロナウィルス感染症の５類移行により人流が活発化し
多種多様な感染症が流行。子ども医療費助成額も大幅に増加したが、補
正予算で対応した。

継続
対象児童が必要な医療を受けられるよう、制度の周
知に務めると共に、医療費助成額の増減に注視し、
必要に応じて補正予算で対応する。

件 96,141 121,189 131,253 145,581 子ども福祉課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

22 薬物乱用防止
学校相談員（警察ＯＢ）や、薬物に関する関係機関と連携し、児童生
徒への正しい知識の普及に努めます。

中学校において、専門的な知識を生かした薬物乱用防止教室を実施する
ため、学校相談員を派遣した。

継続
今後も、中学校において薬物乱用防止教室を実施
する。

校 5 5 5 5 学校教育課

23 性教育
病院や保健センター等と連携し、こころとからだの健康を啓発し、児
童生徒の健全な育成に努めます。

性教育について、養護教諭や保健担当者がスクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーと連携し、デートＤＶや性暴力から身を守るため
の授業を行った。

継続
今後も、児童生徒が性と正しく向き合うことができる
よう専門家と連携した指導を継続する。

人 12 12 13 13 学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

25

青少年育成関
係機関・団体
との連携

青少年指導員の資質向上と、青少年を犯罪や非行から守るため関係
機関・団体等との連携を図ります。

役員会議はほぼ月に１回開催。
大阪府・泉南ブロック青少年指導員連絡協議会が主催する研修会に参加
し、資質向上に務めた。

継続
府や各市町の担当部局と、様々な機会を捉えて交
流し、団体などへ提供できる情報の質と量の改善を
目指す。

人 124 122 121 121 青少年教育課

２．人間性を輝かせる教育の充実

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

「非認知能力」の育成について、幼稚園とこども園との連携強化を図った。
架け橋プログラムの推進に向けてモデル地域を選定し、カリキュラムの作
成のための協議を行った。

継続

今後も、「非認知能力」の育成について、幼稚園とこ
ども園との連携強化を図るとともに、架け橋プログラ
ムについては、モデル地域において作成したカリ
キュラムに基づいた実践を推進する。

回 3 学校教育課

民間の特定教育・保育施設の運営が適切に行われるよう支援を行った。
ICT化に向けて、公立認定こども園の保育教諭の資質向上のため、外部
業者による研修を実施した。

継続

民間の特定教育・保育施設において、適切な保育
の実施ができるよう支援を行う。
架け橋プログラムの趣旨の即したカリキュラムや教育
方法の充実・改善を図る。教育・保育の充実を図り、
資質向上に必要かつ効果的な研修を実施していく。

回 0 0 5 2 子育て支援課

実施幼稚園数 園 5 5 5 4 学校教育課

利用延べ児童数 人 3,171 4,684 4576 4641 学校教育課

0

1

1

人 1

配置人数　中学校

1

5

6

4

4

1

公立幼稚園で
の預かり保育
事業

保護者の利用ニーズを踏まえ、事業の充実に努めます。 長期休業中の預かり保育を実施した。 継続
保護者の利用ニーズを踏まえ、預かり保育を継続す
る。

公立幼
稚園

人 0

人 4

配置人数　中学校 人 3

1

4

5

0

配置人数　小学校

配置人数　小学校

人

配置人数　小学校 人

3

3

1

配置人数　小学校

1

研修実施回数

5

配置人数　中学校 人 5

人 1

配置人数　中学校

青少年指導員配置人数

小・中学校において専門的な見地から相談活動を行うスクールカウン
セラーやスクールソーシャルワーカー等の相談員を配置し、保護者、
児童生徒の相談への対応を通じて、暴力行為や不登校の減少、いじ
めの早期発見と解消に努めます。

④

学

校

相

談

員

３～５歳児の
就学前教育・
保育の充実

保育所や幼稚園・認定こども園など多様化する保育ニーズに対応し
た受皿の整備を行うとともに、教育・保育従事者向け研修等を実施
し、教育・保育の質の確保に努めます。

架け橋プログラム関係会議開催回
数

令和６年度以降の方向性や課題

【１】就学前教育・保育の充実

【４】小児保健医療体制の充実

③

心

理

カ

ウ

ン

セ

ラ
ー

②

ス

ク
ー

ル

ソ
ー

シ
ャ

ル

ワ
ー

カ
ー

26

令和６年度以降の方向性や課題

27

24 継続
いじめ、不登校、暴力行為、虐待の早期解決や重篤
化の防止に努める。

令和６年度以降の方向性や課題

専門的な見地から相談活動が行えるよう、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカー等の相談員を小中学校に配置した。

【５】思春期における健康づくりの推進

①

ス

ク
ー

ル

カ

ウ

ン

セ

ラ
ー

泉州北部小児初期救急広域セン
ター患者数

助成延べ件数

実施中学校数

ＳＣ
ＳＳＷ
配置人数

教育相談員配
置

5

6

4

4

1

0

1

1
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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

11 11 11 学校教育課

6 6 6 学校教育課

5 5 5 学校教育課

5 5 5 学校教育課

29
研究学校支援
事業

新学習指導要領に則った授業づくり、学習評価を指導に生かした授
業づくりを推進するための実践的研究を進め、全校で研究成果を共
有し実践できるよう支援します。

事業をとおして、事業実施校のみが研究を進めるのではなく、実施校が旗
艦校となり、市内へ研究成果を普及することができた。

継続
引き続き、学習指導要領に則って、個別最適な学び
と協働的な学びの一体化をめざした授業づくりの研
究を推進する。

学校教育課

校 5 5 5 5 学校教育課

回 92 83 128 117 学校教育課

人 812 555 809 934 学校教育課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

回 2 2 10 14 青少年人権教育交流館

回 6 7 22 20 青少年人権教育交流館

市内小中学校の人権教育の状況について、アンケート及びヒアリングにて
把握するとともに、校内の人権教育に係る研究授業や研修会において指
導助言を行った。

継続

市内小中学校の人権教育の状況についてアンケー
トやヒアリングをもとに人権教育に係る情報提供を
行っていく。また、研究授業や研修会において指導
助言を行う。

回 116 138 125 195 学校教育課

学校数 校 11 11 11 11 学校教育課

学級数 学級 148 144 141 140 学校教育課

支援学級数 学級 50 51 55 53 学校教育課

児童数 人 4,677 4,495 4378 4219 学校教育課

(うち)支援学級児童数 人 306 315 343 319 学校教育課

教職員数 人 277 275 334 342 学校教育課

教職員一人当たり児童数 人 16.9 16.3 13.1 12.3 学校教育課

学校数 校 5 5 5 5 学校教育課

学級数 学級 66 65 61 61 学校教育課

支援学級数 学級 21 26 28 26 学校教育課

生徒数 人 2,465 2,434 2321 2261 学校教育課

　(うち)支援学級生徒数 人 133 167 174 170 学校教育課

教職員数 人 169 174 203 206 学校教育課

教職員一人当たり生徒数 人 14.6 14.0 11.4 10.9 学校教育課

配置人数（小学校） 人

配置人数（中学校） 人

中学校

講師派遣回数・小学校

講師派遣回数・中学校・高校・教員
研修

市内公立学校人権研修会実施総数

30

6

5

継続

各校の特別支援教育コーディネーターに校園所で
の参観や保護者との面談に参加してもらい、積極的
に就学・進学相談に関わってもらう体制を整えてい
く。それをもとに教育支援委員会で就学・進学につ
いての検討をし、支援を行っていく。また、特別支援
教育についての研修を実施し、担当者のスキルアッ
プを図る。

市内中学校において、生徒の学力向上を目的に、放課後学習支援アドバ
イザーの協力を得ながら自主学習を推進した。アドバイザーについては、
地域人材とともに教育実習を経験した各校の卒業生も配置しており、より
子どもたちのニーズに合うよう配慮した。

実施回数

参加生徒数(延べ）

【２】生きる力を育む学校教育の充実

特別支援教育
の推進

教育支援委員会や就学相談等により、適切な就学を支援していきま
す。また、特別支援教育、障害者理解教育が推進されるよう、全教職
員を対象に研修を行います。

まなび舎事業

継続32
教育支援委員会を年６回開催し、就学や進学について検討をし、支援を
行った。また、全教職員および介助員を対象とした特別支援教育につい
ての研修を行った。

各校の実態に応じて参加者の募り方は様々だが、ま
なび舎に対するニーズは高い。アドバイザーについ
ては、地域の方々からの協力で成り立っている。教
育実習を経験した各校の卒業生等に依頼し、より子
どもたちのニーズに合うよう改善を図る。

市内小・中学校、高校の人権学習の受け入れ、及び出前講師の派遣
に積極的に応え、人権教育の啓発を進めます。また、各学校に対し、
人権教育に係る情報提供とともに、研究授業や研修会において指導
助言を行います。

市内小・中学校からの施設見学やフィールドワークによる人権学習の受け
入れを行った。また、市内幼稚園・小学校に出前講師を派遣し、ハート交
流館を知ってもらう機会となった。

継続
今後も人権学習の受け入れや講師派遣に積極的に
応え、人権教育の啓発に努める。

小学校

（２）豊かな心の育成

令和６年度以降の方向性や課題

子どもたちの学力向上を目指して放課後の自主学習を推進します。
また、事業を担う放課後学習支援アドバイザーの確保に努めます。

英語指導助手
配置

全小・中学校に配置した英語指導助手により、小学校外国語科や外
国語活動、中学校英語科の授業において、聞く・話す等のコミュニ
ケーション能力を高めるとともに、担任や外国語指導担当者と英語指
導助手との連携を深め、語学授業の改善を図っていきます。

（１）確かな学力の向上

令和６年度以降の方向性や課題

今後も、これまで中学校で行ってきた英語の授業と
小学校での外国語の授業の小中連携を強化するた
め、英語指導助手との連携をさらに深める。

児童生徒の英語によるコミュニケーション能力の向上を図るため、令和5年
度は6名の英語指導助手を配置した。
「目的」「場面」「状況」に応じた会話に重点をおいた授業改善を進めること
ができた。

継続28

31
人権教育推進
事業

実施校数
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33
児童生徒健全
育成

児童生徒一人ひとりの人格を尊重し、個性の伸長を図りながら、社会
的資質や行動力を高めるよう学校が一体となった生徒指導・支援体
制を整備・充実します。

児童生徒の人格を尊重し、個性の伸長を図りながら、学校が一体となって
生徒指導・支援体制を充実することを目的とした研修・会議を行った。

継続

学校における生徒指導・支援体制を共有し、充実を
図る。
・小中学校生活指導連絡協議会　研修会 ２回
・小中学校生活指導連絡協議会　８回

学校教育課

件 4,525 4,299 4505 5001 学校教育課

件 1,000 1,311 1394 1568 学校教育課

人 210 216 289 322 学校教育課

人 59 81 114 122 学校教育課

人 151 193 175 200 学校教育課

人 18 12 13 11 学校教育課

人 21 3 21 15 学校教育課

人 4 3 4 2 学校教育課

36
教育相談員配
置
〔No.24再掲〕

学校教育課

37
子どものイン
ターネット依存
の防止対策

児童生徒に対して、授業等においてインターネットとの付き合い方を
指導するとともに、保護者に対して講演会等においてインターネット
依存防止について啓発を行います。

携帯電話会社や専門家及び学校相談員を招き、各校でスマホ安全教室
を実施した。

継続
携帯・ネットのいじめ等に関する実践事例を小中学
校で交流する場を持つ。

校 7 6 8 7 学校教育課

38
小学校国際親
善交流事業

毎年カルバーシティ市エルマリノ小学校の児童を市内小学校が受け
入れ、交流を進めます。

学校教育課事業としては終了
→高校生派遣事業として青少年教育課に移管

廃止 人 0 0 0 0 学校教育課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

39
中学校クラブ
活動助成

全中学校のクラブ活動の活性化に努めます。 クラブ活動の活性化をめざし、市内学校の活動を支援した。 継続
地域移行にかかる国や府の動向を注視しながら、ク
ラブ活動の充実に向けた支援を継続する。また、部
活動指導員の配置も継続する。

人 5 8 14 28 学校教育課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

40
教職員研修事
業

教育研究センターにおいて、学校現場での多様な課題に対応できる
よう、教職員に対し様々な研修を企画・実施し、教職員の資質向上を
推進します。

学校現場での課題は多様化しているので、いろいろなニーズに合うように
研修内容を吟味し実施した。

継続
今後も、教職員の多様なニーズに対応できるよう、資
質向上のための研修を企画運営していく。

回 32 39 40 40 学校教育課

41
市ＰＴＡ協議
会育成事業

子どもたちの豊かな心を育み、健やかな成長のための教育環境醸成
のため、公立幼稚園、小・中学校のＰＴＡ代表者と学校園長代表で構
成する協議会について、将来にわたって活動が持続できるように育
成・支援を行います。

・市PTA研究大会において「思春期・反抗期の子どもとの付き合い方」とい
うテーマで講演を行い、
子育てを見直す契機となった。
・協議員の負担軽減のため、会議回数の削減など運営方法の見直しを
図った。

継続
子どもの健全育成のための市ＰＴＡ協議会の活動
が、将来にわたり持続できるよう引き続き支援する。

人 36 27 104 31 社会教育課

学校教育課22241759

教育相談

スクールカウンセラー

SSWケース会議 件 2,083 1,723

令和６年度以降の方向性や課題

継続

集団生活への適応、学校生活へも復帰を目標とし、
個に応じた対応を行う。また、ICTを活用しながら、
学校や関係機関との多様な連携方法を模索するこ
とで、誰一人取り残されない環境整備を推進する。

令和６年度以降の方向性や課題

（４）地域・保護者から信頼される学校づくり

（３）児童生徒の健康・体力の向上

教育支援セン
ター事業

不登校生に学校の指導以外の場で指導援助する教育支援センター
において、個に応じた対応を図ることにより、集団生活への適応を促
し、学校生活への復帰を支援します。

教育相談室やスクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカー等の相談員を配置するなど、相談活
動を実施し、個別の相談に寄り添った対応を行う。

(うち)小学校

(うち)中学校

教育支援センター入室児童・生徒数

学校復帰児童生徒数

（うち）教育支援センター入室児童

受入児童数

市PTA研究大会参加人数
（令和4年度は泉南地区ＰＴＡ講演
会兼貝塚市PTA研究大会参加人
数）

研修実施回数

部活動指導員配置人数

教育支援センターにおいて、集団生活への適応を促し、学校生活への復
帰を支援した。また、個に応じて、ホースセラピーを取り入れた支援も行っ
た。

34 教育相談
教育相談室で悩みの電話相談や不登校カウンセリングを行うなど、教
育相談を充実します。

35

継続

教育相談室での悩み相談・不登校カウンセリングを行い、教育相談の充
実を図った。また、小・中学校においても専門的な見地から相談活動を行
うスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の相談員を配置
するなど、教育相談の充実を図った。

不登校児童・生徒数

専門家を活用した取組みを実施し
た学校数
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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

個所数 1 1 1 1 公園緑地課

面積（ha） 41.1 41.1 41.1 41.1 公園緑地課

個所数 18 18 18 18 公園緑地課

面積（ha） 3.94 3.94 3.94 3.94 公園緑地課

個所数 145 145 148 148 公園緑地課

面積（ha） 5.13 5.13 5.3 5.3 公園緑地課

個所数 4 4 4 4 公園緑地課

面積（ha） 5.7 5.7 5.7 5.7 公園緑地課

個所数 1 1 1 1 公園緑地課

面積（ha） 5.4 5.4 5.4 5.4 公園緑地課

個所数 11 11 11 11 公園緑地課

面積（ha） 14.0 14.0 14 14 公園緑地課

43 レッツＴＲＹ
中高生を中心に、青少年世代の様々な表現活動や、グループ活動
を支援するために施設の開放や活動の相談を行います。

事業周知のため、公民館3館共通のチラシを作成するなど、PRの工夫をし
た。中高生に声掛けをおこない、中・高校生の軽音クラブの利用や、学校
内に活動の場がないグループの利用につながった。

継続
青少年のニーズやとりまく状況を把握し、関係施設
等と連携しつつ参加者の利用につなげていく。

団体 5 9 12 12 各公民館

回 3 3 4 5 中央公民館

人 1,450 1,520 1443 1352 中央公民館

箇所 16 18 18 20 社会教育課

人 9,959 8,875 8586 14096 社会教育課

人 2,503 2,032 2435 3610 社会教育課

46 家庭文庫
図書館以外で身近に本とふれあう場所としての文庫活動の活性化に
努めます。

コロナ禍以降家庭文庫の活動実績がない状態が続いている。 見直し
社会の風潮として、個人の自宅に不特定多数の人
を招き入れるということが困難になっているため、事
業の見直しを検討していく。

冊 1,919 1,919 1,885 1,883 図書館

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

回 187 194 231 233 青少年人権教育交流館

人 7,650 6,572 8292 7934 青少年人権教育交流館

回 19 10 25 27 青少年人権教育交流館

人 208 52 254 201 青少年人権教育交流館

回 3 3 3 5 青少年人権教育交流館

人 100 95 907 1222 青少年人権教育交流館

回 2 8 10 8 環境衛生課

人 26 118 242 217 環境衛生課

実施回数

今後も小学校高学年の子どもたちの社会性を育む
多様な体験活動と遊び環境を提供するとともに、安
心して過ごせる居場所の提供を目指す。また、子ど
もたちの自主活動を支援していく。

42

47

50
子ども環境美
化活動

交流・創作・親子のふれあい・人権・文化・スポーツ等、多様なテーマ
を取り上げ、土曜日を活用した参加型、体験型活動を実施します。

土曜日を活用し、短期講座や通年講座の開催、「子どもまつり」をはじめ、
家族や親子で参加できる事業を開催し、平日の放課後は来館が難しい校
区外に住む子どもも多く来館した。

地域に整備されている公園や広場が、地域の子どもたちが気軽に遊
べ、自然との親しみや地域住民とのふれあいがもてるような遊び場、
憩いの場として活用されるよう促すとともに、子どもが安全にのびのび
と遊べる環境づくりに努めます。

遊具等の更新や施設の整備を行い、誰もが安全で快適な公園として使用
できるよう努めた。

小学校高学年向けの自主活動やボランティア活動を支援します。

今後も小学校低学年の子どもたちの社会性を育む
ために、集団での多様な体験活動や遊び環境を提
供する。

継続

街区公園

児童遊園

広域公園

49 土曜日等事業

・ボランティアの高齢化がすすんでいるため、運営を
担う新たな人材の確保に努めていく。
・引き続き制度の周知に努め、地域社会全体で子ど
もの豊かな成長を育む環境を醸成する。

45

【３】社会性を育む多様な体験活動と遊び環境の充実

（１）地域での居場所づくり

継続

放課後子ども
教室

地域・学校・留守家庭児童会と連携を図り、放課後や週末の子どもた
ちの安全・安心な居場所づくりの充実に努めます。また、事業を担う
地域のボランティアの確保に努めます。

今後も土曜日を活用した参加型・体験型の講座や
事業を行う。

48

継続

参加者数(延べ）

高学年向け活
動

参加延べ人数

実施回数

実施箇所数

参加児童数(延べ）

指導員数

登録団体数

参加延べ人数

実施回数

参加延べ人数

地域の公園や
広場の活用促
進

集団での様々な体験活動や遊びを通じて、小学校高学年の子どもの社会
性を育む講座を開催した。また、放課後に安心して過ごせる居場所の提
供に努めた。

継続

継続
子どもたちの美化意識の向上のために、今後も継続
して事業を行う。

令和６年度以降の方向性や課題

近隣公園

地区公園

44
プレ-パーク支
援事業

貝塚子育てネットワークの会による、子どもたちの冒険遊びの場づくり
を支援します。

プレーパーク30周年記念事業「プレーパーク30周年記念フォーラム」を開
催し、現在の運営状況の確認を交えながら、プレーパークの存在意義に
ついて話しあった。

継続
プレーパーク実行委員やプレーパークに関わる担い
手を増やしていく。

継続

遊具の更新や施設の整備を引き続き推進するととも
に、多様化する市民ニーズに応えるため、官民連携
等を活用し、子どもが安全安心に遊べる環境づくり
を目指す。

（２）地域活動・体験活動の機会の提供

家庭文庫貸与冊数

低学年育成事
業

小学校低学年を対象に集団遊びやスポーツ、工作等さまざまな活動
を実施します。

集団での様々な体験活動や遊びを通じて、小学校低学年のコミュニケー
ション能力や協調性を持つ子どもの育成に努めた。

子ども環境美化活動運動実施回数

子ども環境美化活動運動参加人数

カン・ペットボトル等のポイ捨てゴミを、仲間とともに回収することによ
り、町をきれいにする心を育み、海洋プラスチックごみ問題等への環
境美化意識を高めてもらうことを目的として実施します。

実施回数

令和６年度以降の方向性や課題

依頼のあった市内の子ども会に、清掃で使用する道具を配布し、町内の
公園や道路で清掃活動を行うための支援を行った。新型コロナウイルスの
流行が落ち着いてきたこともあり、参加人数が例年並みに戻った。

・公民館などの社会教育施設や地域の施設において、ものづくり、茶道や
いけばななどの文化活動を含めたあそびを主体とする教室と、各小学校
において子どもの学習支援を行う「まなび舎kids」の教室を実施した。
・年２回チラシを各小学校・地域・社会教育施設等に配付し、制度の周知
や募集を行った。

各

年

度

末

現

在

その他
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団体見学や出前講座の折には、人を含む生物と環境について説明を加
えた。市民協働生態園作業や調査 、自然観察会を中心とする行事は、生
きものと環境についての考察をテーマの一つとして解説し、大切な課題と
してとらえる子どもたちも増えた。

継続
二色の浜、近木川、せんごくの杜他での市内自然観
察学習でマイクロプラスティック、大気中のCO2など
年齢に応じた内容を簡潔に伝える。

人 145 361 1128 1838 自然遊学館

「総合的な学習の時間」に地域の特産品である馬場なすの栽培から収
穫、そして、次の畑づくりまでを地域の方々と体験することを通して、自然
のリサイクルについて考えた。
また、社会科では、クリーンセンターや水みらいセンターの工夫について
学び、SDGsに対する意識を高めることができた。

継続
児童生徒が興味を持って取り組める工夫を行ってい
くとともに、クリーンセンターや水みらいセンター等、
地域の施設を効果的に活用していく。

校 16 16 16 16 学校教育課

要望のあった小学校において、「総合的な学習の時間」を使用して、地球
温暖化問題および海ゴミ問題についての授業を行った。授業が一方的な
内容にならないように、質問形式にして、全員に興味を持ってもらい、環境
問題が身近な存在であると感じてもらえるように努めた。

継続
内容については、より多くの子どもたちに興味を持っ
てもらえるよう見直しを行いながら、今後も継続して
実施していく。

校 1 2 1 1 環境衛生課

52
少年の主張大
会

小・中学生が発表する思いを通して、より多くの大人たちに青少年健
全育成への理解を深めます。

11月にコスモスシアター中ホールにて、市内全小学校の代表の参加を得
て本大会を開催した。これにより、本市こどもたちの思いを大人が受け止
め、市民の青少年健全育成の意識を高めた。

継続
小学校や関係団体等との連携を図り、児童の自己
効力感を高める。

回 1 1 1 1 青少年教育課

53
昔あそび出前
事業

遊び隊（昔あそび隊・折り紙隊）が学校などに出向き、昔あそびを通し
て子どもや地域の人と交流します。また遊び隊を担う後継者の育成を
図ります。

コロナの5類移行に伴い、学校や町会など派遣依頼があり、活動回数もコ
ロナ前の状況に戻りつつあった。

継続
隊員の高齢化が進み、新たな隊員の獲得が継続し
て課題であり、隊員募集方法も検討していく。

回 6 11 24 51 中央公民館

幼児から参加できる親子子ども教室を開催し、親子のつながりづくりも含
めて取り組んだ。申し込みも多く大変好評であった。

継続
科学の不思議について、幼児期の子どもから小学
生まで親子で楽しめる企画を進めていく。

人 22 92 87 100
善兵衛ランド

行事、自然観察会や生態園作業調査においては、参加者が主体的に活
動できるよう事前準備し、特に安全に配慮し実施した。できるだけ主催者
側の人数を増やし参加者からの質問に答えられる体制を取り内容が掘り
下げられた。

継続
情報を常に更新し新たに開発された機器等を使用
しながら、多様な体験活動と楽しめる環境の充実を
図っていく。

人 283 20 602 750 自然遊学館

各公民館

回 25 45 59 58 図書館

人 194 308 504 604 図書館

様々な参加型・体験型の講座事業を通じて、社会性や協調性を持つ青少
年の育成に努めた。

継続 今後も多様な体験活動と遊び環境の提供を行う。 青少年人権教育交流館

実施していません。 廃止 青少年教育課

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

教室 9 13 13 10 スポーツ振興課

人 1,398 1,748 2205 1,377 スポーツ振興課

団体 22 22 21 17 スポーツ振興課

人 402 388 418 359 スポーツ振興課

回 0 0 10 6

回 21 21 21 21

回 6 4 0 1

人 0 0 750 435

人 31 34 36 36

人 705 77 40

野球教室参加人数（延べ）

卓球教室参加人数

団員数

卓球教室

クリケット体験会

参加人数(延べ）

少年団数

令和６年度以降の方向性や課題

51
環境教育の推
進

「総合的な学習の時間」をはじめ、学校での各教科等での取組みを
通して、身近な環境に対する理解と認識を深め、環境を大切にする
心を育てます。また、家庭や地域との関わりの中で、よりよい環境の創
造に向けて、自然愛護や環境保全に積極的に関わろうとする実践的
態度の育成に努めます。

市スポーツ少年団本部事業として結団式及び体力テストを実施した。各単
位団活動については、各競技の上部団体の感染拡大防止ガイドライン等
を遵守し実施した。

継続

引き続き、子どもが本に親しんだり、主体的な読書活
動につながるような企画・実施に努めていく。

継続

54

幼児に必要な運動機能の発育を促したり、小学生にスポーツの楽し
さを体験してもらうことなどを目的とした教室を開催します。

親と子がスキンシップを図りながら運動する親子体操教室や、子どもの年
齢に応じてマット・ボール運動などのスポーツ・レクリエーションを行う幼児
体操教室など実施した。

継続
引続き、幼児に必要な神経機能の発育を促したり、
小学生対象の教室では、スポーツの楽しさを体験し
てもらう。

（３）スポーツ・レクリエーション活動の機会の提供

スポーツ少年
団活動の充実

地域社会の中で、スポーツによる交流や文化・学習活動、社会活動
を通じて青少年の健全育成を行うスポーツ少年団の活動を支援しま
す。

子どもが主体的に活動できるよう各施設の特徴を生かした取組みを
進めます。

生涯学習支援
事業

56

日本生命の野球部及び女子卓球部の指導者・選手と本市の小学
生、園児とのスポーツ交流を実施します。

実施回数

55

57

参加人数

家族参加の自然観察会
行事参加者数

環境教育取組み実施小中学校数

実施回数

出前回数

親子天文教室参加人数

学校対象出前講座および地域より
要請された出前授業、観察会等行
事、自然生態園調査作業参加者数

参加校

子ども対象ス
ポーツ教室事
業

子ども卓球教室、野球教室については、日本生命の協力の下実施した。
クリケット体験会は、クリケット協会から講師を派遣し、小学校1校(6年生)で
実施した。

おはなし会・映画会・お楽しみ会などを開催した。

継続
指導者や選手と本市の小学生、園児とのスポーツを
通した交流を図る。

スポーツ交流
事業

主となるスポーツ活動だけでなく文化・学習活動や
社会活動など幅広い活動の展開をサポートしてい
く。

クリケット体験会等参加人数（延べ）

開催教室数

野球教室

スポーツ振興課
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№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

青少年団体等と生物自然観察会や体験活動を実施するとともに美化活動
を行った。団体指導者と子どもたちが一体となり熱心に活動し、子どもの健
全育成・指導者の育成につながった。新たに子ども食堂からも依頼があり
好評であった。

継続
これまでの方向性に加え、令和5年度「子ども食堂」
の依頼など新たな活動が生まれている。事前の打ち
合わせを特に丁寧に行う。

人 114 55 243 263 自然遊学館

ボーイスカウトや青少年団体等と一緒に、生物自然観察会や地曳網を実
施するとともに美化活動を行った。団体指導者と子どもたちが一体となり熱
心に活動し、子どもの健全育成・指導者の育成につながった。

継続
子どもたちの実態に即した内容の検討を怠らず、体
験・交流活動を実施していく。

人 43 40 青少年教育課

クラブなど団体の協力により、「夏の子ども講座」を実施することができた。
講座を通じて異世代交流の機会を設けることができた。

継続
新しい人材の獲得や担い手の育成を支援していくと
ともに各団体の活性化を図っていく。。

人 50 379 550 656 各公民館

№ 事業名 事業内容 令和５年度の取組と評価 単位 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 担当課

59
中学生の保育
体験

中学２年生の職業体験学習の一環として実施する、幼稚園、認定こど
も園等での保育体験などを通して、中学生と乳幼児とのふれあいの
機会を図ります。

第二中学校と第四中学校が職業体験学習の一環で、保育体験を実施し
た。

継続
各校において、職業体験の一環としての保育体験を
継続する。

日 0 0 2 2 学校教育課

60
キャリア教育
推進事業

児童生徒一人ひとりの勤労観、職業観を育てるとともに、生きる力を
身につけさせ、自立できる子どもたちを育てる教育を推進します。

各学校において、職業体験を行ったり、職業講話から自分たちにできるこ
とは何かを探究的に考える学習を行ったりした。三中と五中は府のプロ
ジェクトと絡めて取組みを行い、代表チームがフォーラムで発表を行った。

継続
各校において、職業体験や探究的な学習に取り組
むとともに、府のプロジェクトの活用促進を行ってい
く。

回 31 26 42 40 学校教育課

61 体験学習
中学生に確かな勤労観を身につけさせるために、職業体験学習を実
施します。

第二中学校と第四中学校が職業体験を実施した。 継続 各校において、職業体験や職業講話を実施する。 校 5 5 学校教育課職業体験・職業講話実施中学校数

青少年健全育成に取り組む各種団体・指導者の育成を図ります。ま
た、各種団体と連携した様々な体験・交流活動を通じ、子どもの健全
育成を図ります。 参加人数

【４】次代を担う親の育成

（４）子どもの健全育成に向けた環境づくり

青少年団体の
育成及び青少
年育成者組織
活動の振興

実施日数（５校）

キャリア教育に係る研究授業・聞き
取り学習・伝達講習等実施総数

令和６年度以降の方向性や課題

58

青少年各種団体より依頼を受けた
観察会等参加者数

令和６年度以降の方向性や課題

参加人数(延べ）


